
ＨＥＭＳデータを用いたＣＯ２削減行動の評価方法の検討について

資料２



１．ＨＥＭＳデータによるＣＯ２削減行動の評価方法の検証方針
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• ＨＥＭＳサービスにおいてＣＯ２削減行動を評価するためには、削減努力を評価する方法を整理する必要がある。
• 整理した手法ごとに、ＨＥＭＳデータを用いて評価の基準（ベースライン）を設定し、その精度を検証する。
• 設定したベースラインを用いることで、削減努力が正しく評価できるのかその有効性を検証する。

削減努力を評価する方法の整理 ベースラインの精度検証 評価方法の有効性の検証

① 評価対象とする削減努力は？

② 取得すべきデータは？

③ ベースラインの設定方法は？

① ベースラインの精度はどの程
度か？

② ベースラインの精度を改善さ
せる方法は何か？

① 削減努力をした際に、その努
力をどの程度適切に検出でき
るか？

② どの評価方法を用いることが
適切か？



２．削減努力を評価する方法の整理
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２-１ 削減努力の種類と評価方法

• 評価対象とすべき削減努力は、「①新たな削減努力」と「②継続的な削減努力」の２種類が考えられる。
• ①を正しく評価することで新たな削減努力を生み出し、②を正しく評価することで生み出した削減努力を定着さ

せることが可能となる。
• 削減努力を評価するためには、比較対象が必要であり、①については「自己データ」と、②については「第三者（他

者）データ」と比較する必要がある。

ＣＯ２削減行動

新たな
削減努力

継続的な
削減努力

評価対象とする
削減努力

比較対象と
するデータ

自己データ

第三者
（他者）データ

評価方法の説明

• 過去の自分（自己データ）と比較して新たに削減努力ができて
いるかを評価する方法。

• 過去の自己データを用いて、過去と現在を比較し、その差分を
削減努力として評価。

• 類似世帯（第三者データ）と比較して継続的に削減努力ができ
ているかを評価する方法。

• 同期間の第三者データと比較し、その差分を削減努力として
評価。
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２-２ 取得すべきデータ

• 取得すべきデータには、エネルギー消費量を把握するための「ＨＥＭＳデータ」と、「比較条件を統一するためのデー
タ」の２つがあり、後者についてはエネルギー消費量に影響を与える要因ごとに区分できる。

• 対象となる手法によって取得すべきデータが異なり、その取得難易度も異なる。

エネルギー消費量に
影響を与える要因

家庭内部

家庭外部

固定
要因

変動
要因

固定
要因

変動
要因

世帯人数、住居タイプ、ＰＶ・ＬＩＢ設置有無

延床面積、家電・機器台数、給湯器の種類

世帯年収

空調使用時間

在・不在状況

平均気温、冷房度日、暖房度日

国、地域

対象世帯が保有する家、
機器の情報や世帯・個人
に属する情報。

対象世帯は直接関与して
いないがエネルギー消費量
に影響を与える要因。

代表例
物理的
負担

心理的
負担

取得の
難易度

小 小 低

中～大 小 中

小 大 高

大 小 高

中～大 大 高

小 小 低

- -

調査事項の多さや詳細さ等の
量的な負担

積極的な回答をしたくない
という負担

対象と
なる手法

-

２．削減努力を評価する方法の整理

自己データによる比較 第三者データによる比較

取得の難易度については、統計審議会の答申（※）を参考。
※参考：総務省統計局,統計行政の中・長期構想の見直しについて

（統計行政の新中・長期構想 （諮問第２４２号の答申））
第３章「報告者負担の軽減と地方統計機構」, 平成７年３月１０日
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２．削減努力を評価する方法の整理
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２-３ ＨＥＭＳデータのクレンジング方法

• 取得するＨＥＭＳデータには、欠損データや異常値が含まれているケースがあるため、そのクレンジングが必要。
• 本事業では、一般的なケースとしてＨＥＭＳデータの時間的粒度を３０分または１時間と想定した。

欠損データの補間 異常値の排除
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欠損が多い場合でも始点と終点の差分を算出すればよい。
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平均値よりも著しく大きい場合は異常値と判断し除外する。
例：「平均値±標準偏差×３倍」を除外する。



第三者データ
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２-４ ベースラインの設定方法

• 評価の基準（ベースライン）を設定するにあたり、代表値（平均値等）を用いる方法と、回帰分析を行う方法がある
が、一般的に後者の方が精度が高い分、難易度も高くなる。

自己データによるベースラインの設定 第三者データによるベースラインの設定

ベースライン設定期間 評価期間

データ
取得期間

代表値による設定 回帰分析による設定

• 前年同月のデータを使う。
このデータの代表値をベース
ラインとする。

• 過去の平均気温が同じ日の
データを使う。このデータの
代表値をベースラインとす
る。

• 家庭内部の変動要因（在・
不在状況等）や家庭外部の
変動要因（気温等）を説明
変数として、回帰分析を行
う。その結果算出した回帰
式をベースラインとする。

評価期間

データ
取得期間 評価対象データ

代表値による設定 回帰分析による設定

• 家庭内部・外部の固定要因
（世帯人数、地域等）が同じ
第三者データを使う。
このデータの代表値をベース
ラインとする。

• エネルギー消費量に影響を
与える要因を説明変数とし
て、回帰分析を行う。その結
果算出した回帰式をベース
ラインとする。

ベースライン設定期間

難易度 高難易度 低

難易度 高

難易度 低

• 代表値において、比較条件
を統一する際に、回帰分析
を用い影響度の高い変数を
特定する。

難易度 高

自己データ

２．削減努力を評価する方法の整理

評価対象データ

難易度については、統計検定（※）の４級相当を「低」、２級相当を「高」と設定した。
※参考：統計検定ウェブサイト, http://www.toukei-kentei.jp/



２．削減努力を評価する方法の整理
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２-５ 削減努力を評価する方法

• 削減努力の種類ごとに、「消費量の差分」を比較する方法と「消費量の変化率の差分」を比較する方法があり、以
下の４パターン考えられる。

ベースライン

比較対象を統一

評価対象

削減努力

時 間

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
量

ベース
ライン

比較対象を統一

評価
対象

削減
努力

時 間

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
量

の
変

化
率

ベースライン

比較対象
を統一

評価対象

削減努力

時 間

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
量 自己データ

第三者データ

自己データ

自己
データ

ベース
ライン

比較対象を統一

評価
対象

削減
努力

時 間

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
量

の
変

化
率

自己
データ

第三者
データ

手法１ 過去の自己データを用いて、過去の消費量と現在の消
費量を比較し、その差分を削減努力として評価。

手法２ 過去の自己データを用いて、過去の消費量の変化率と現在
までの消費量の変化率を比較し、その差分を削減努力とし
て評価。

手法３ 第三者データの同期間の消費量と比較し、その差分を
削減努力として評価。

手法４ 第三者データの同期間の消費量の変化率とを比較し、その
差分を削減努力として評価。

新
た
な
削
減
努
力
の
評
価
方
法

継
続
的
な
削
減
努
力
の
評
価
方
法



２．削減努力を評価する方法の整理
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２-６ まとめ

• 削減努力を評価する際には、「評価対象とする削減努力」と「ベースラインとの比較方法」に応じて、４種類の手法
から選択する。

• これらの４手法について、ベースラインの精度検証と、評価方法の有効性の検証を行う。

ベースライン
との比較方法

ＣＯ２削減行動
の評価方法

新たな
削減努力

（自己データ）

継続的な
削減努力

（第三者データ）

消費量の
差分

消費量
の変化率
の差分

消費量の
差分

消費量
の変化率
の差分

評価対象とする
削減努力

（比較対象データ）

手
法
１

手
法
２

手
法
３

手
法
４



３．ベースラインの精度検証
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３-１ 分析対象データの概要

• ベースラインの精度検証において削減努力が実測データに表れるよう、分析対象モニターのうち、一部の世帯（ト
リートメントモニター）に対して、行動促進期間を設定。

• トリートメントモニターの中で、実際に削減行動をした世帯を「対策実行モニター」、コントロールモニターも含めた、
それ以外の世帯を「対策非実行モニター」として選別。

（１） 分析対象グループの設定

９/７
２０１４/
８/２５

行動促進期間

分析対象モニター
（ミサワホーム１３８世帯）

トリートメント
モニター（９２世帯）

コントロール
モニター（４６世帯）

対策実行
モニター

対策非実行
モニター

評価対象
データの
絞り込み

データ分析

データ取得期間

世帯属性の
変化あり

２０１３/
６/１

８/１

事後アンケート事前アンケート

削減努力の
実行点数で分類

世帯属性の
偏りがない
ように分類

メールにて
削減行動を依頼

期間中
期間前

おおむね
実施した

実施した日も
あった

ほとんど実施
しなかった

その機器は
使用しなかった

おおむね実施した ±０ －１ －１ ＋１

実施した日もあった ＋１ ±０ －１ ＋１

ほとんど実施しなかった ＋１ ＋１ ±０ ＋１

その機器は使用しなかった －１ －１ －１ ±０

●削減努力の実行点数

欠損率・異常値
が多い

必要情報が
未取得
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３-１ 分析対象データの概要

• 分析対象モニターから取得するデータの項目および内容は、下表の通り。
• 分析対象モニターから「主幹」、「空調」、「給湯」それぞれのデータを取得。

（２） 分析対象の取得データ項目および取得内容

取得方法 項 目 内 容

ＨＥＭＳ

主 幹 家庭全体の合計の電力消費量。1時間単位のデータを使用。最長２０１３年６月～ /最短２０１３年８月～。

空 調 家庭全体の空調の電力消費量。1時間単位のデータを使用。最長２０１３年６月～ /最短２０１３年８月～。

給 湯 家庭全体の給湯の電力消費量。1時間単位のデータを使用。最長２０１３年６月～ /最短２０１３年８月～。

事前
アンケート

世帯人数 同居している人数。（１人、２人、・・・、１１人以上）

住居タイプ （戸建住宅が対象のため）1世帯住宅なのか、多世帯住宅なのか。

築年数 住宅を建築してからの年数。（１年未満、・・・、１５年以上）

延床面積 住宅の延床の面積。（５０ｍ２未満、・・・、１６０ｍ２以上）

住宅性能 性能評価の取得有無と省エネルギー対策等級。

地 域 居住している都道府県。

所有機器 所有している主要な家電と設備。太陽光発電設備の有無、オール電化有無（給湯器の種類）。

機器台数 主要な家電（空調等）の所有台数。

ＨＥＭＳ導入時期 ＨＥＭＳを導入し、サービスが開始された時期。

期間中
アンケート

省エネ行動
毎日の省エネ行動の取り組み状況について、最短１日毎にＹｅｓ/Ｎｏ形式のアンケートを実施。モニターに対してウェブアン
ケートによって取得。

事後
アンケート

世帯構成 家族のライフステージ、世帯主との続柄、同居家族の年齢。

世帯年収 世帯の年収。（３００万円未満、・・・、２０００万円以上）

家電の利用状況 主要家電の利用頻度。（エアコンの使用時間については、ＨＥＭＳデータから推定。）

家電の購入状況 行動促進期間前後の家電の購入状況。

省エネ行動・意識 省エネ行動に関する金銭的妥当な価格感。

ペットの飼育状況 室内ペットの有無、ペットの種類、ペット用家電の有無。

３．ベースラインの精度検証
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３-２ ベースラインの設定および精度の検証方法

自己データによるベースラインの設定（手法１, ２） 第三者データによるベースラインの設定（手法３, ４）

①ベースラインを設定 ②実測値との乖離率を確認

• 代表値で設定する場合は、
同一期間と同一（平均）気
温のデータを使用し算出。

• 回帰分析で設定する場合は、
気温等を説明変数とし回帰
式を算出。

• ベースラインと評価対象デー
タの乖離率を算出。

• ベースラインの精度を改善
する方法を検討。

①統一すべき比較条件の
抽出と回帰式の算出

②実測値からのばらつきを確認

• 回帰分析によって、消費量
への影響度の高い（Ｐ値が
有意水準以下の）変数を抽
出。

• 回帰分析によって、世帯人
数や延床面積等を説明変
数とした回帰式を算出。

• 影響度の高い比較条件を統
一した場合としない場合の
グループ平均（代表値）のば
らつきを比較。

• 回帰式によって設定した
ベースラインと評価対象デー
タの乖離率を算出。（手法３
のみ）

３．ベースラインの精度検証

• 分析対象データを用いて各手法ごとにベースラインを設定する。
• 設定したベースラインを用いて、ベースライン設定期間と評価期間のデータとの比較を行い、精度を検証する。

第三者データ
（全世帯）

ベースライン設定期間
２０１３/６/１～８/３１

評価期間
２０１４/７/１５～８/７

データ
取得期間

評価期間
２０１４/８/２５～９/７

データ
取得期間 評価対象データ

（対策非実行）

ベースライン設定期間
２０１３/８/２３～９/７

自己データ
（全世帯）

評価対象データ
（全世帯）
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３-３ ベースラインの精度の検証 【自己データによるベースライン設定の精度の評価】

• 代表値において、主幹・空調では同一気温のデータを使用した方が精度が向上した。
（給湯においても中央値でなく、四分位範囲では精度向上を確認。）

• 主幹・給湯と比べ空調の精度が低い理由として、空調の電力消費量は日々の使用時間に大きく左右されること
が一因と考えられる。

（１）手法１の精度の評価 【代表値】

３．ベースラインの精度検証

回 路 同一期間 同一気温

主 幹 １１.２ ９.８

空 調 ３７.３ ２５.５

給 湯 ８.２ １１.３

手法１ 代表値によるベースラインと実測値の乖離率の中央値 ％ 主 幹

空 調 給 湯
同一期間 同一気温 同一期間 同一気温

同一期間 同一気温

11

精度向上（乖離率が低下）

他と比べて空調の
精度が低い

※乖離率は各世帯の平均消費量から計算する。
乖離率=| 実測値 - ベースライン推定値 | ÷ 実測値
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３．ベースラインの精度検証

回 路 同一期間 同一気温

主 幹 ８.２ ７.４

空 調 ３６.９ ２１.８

給 湯 ８.９ ５.７

手法２ 代表値によるベースラインと実測値の乖離率の中央値 ％ 主 幹

空 調 給 湯
同一期間 同一気温 同一期間 同一気温

同一期間 同一気温

12

精度向上（乖離率が低下）

他と比べて空調の
精度が低い

※乖離率は各世帯の平均消費量から計算する。
乖離率=| 実測値 - ベースライン推定値 | ÷ 実測値

• 代表値において、主幹・空調・給湯の全てで同一気温のデータを使用した方が精度が向上した。
• 手法１と同様、主幹・給湯と比べ空調の精度は低い。
• また、手法１と手法２の精度を比較すると、変化率の差分を比較する手法２のほうが精度が高い。

（２） 手法２の精度の評価 【代表値】

３-３ ベースラインの精度の検証 【自己データによるベースライン設定の精度の評価】
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• 手法１・手法２について、回帰分析によって世帯別のベースラインを設定する際には、電力消費量に対する影響
を下記のように分解し、変数を設定した。

• 冷房度を採用する式については、ＡＩＣ（※）を用いることで世帯ごとに２０～３０℃の範囲で最適な値を使用した。
※ＡＩＣ（赤池情報量規準）：回帰式のモデルの当てはまりの良し悪しを評価するための指標。

３．ベースラインの精度検証

３-３ ベースラインの精度の検証 【自己データによるベースライン設定の精度の評価】

（３） 手法１・手法２の精度の評価 【回帰分析】

P(T) = a1T + a2式 ②

式 ① P(T,W) =(a1 + a2W ) T2+(a3 + a4×W ) T + a5 + a6W

式 ③ P(DD,A) = a1 DD2 + a2 DD + a3

P(T,A) = a1T2A + a2TA + a3A + a4式 ⑤

式 ④ P(DD,W) = (a1+a2W ) DD + a3 + a4W

式 ⑥ P(DD,A) = a1DDA + a2A + a3

P：電力消費量 [ Wh / 日・世帯日・世帯日・世帯日・世帯 ], R：電力消費量の変化率 [ % ], W：：：：土日ダミー, A：：：：空調使用時間, T：：：：気温 [℃℃℃℃ ], DD：：：：冷房度 [℃℃℃℃ ], a：係数

R(T) =  P(T) ÷ P(T0) 

R(T,W) = P(T,W) ÷ P(T0,W0) 

R(DD,A) =  P(DD,A) ÷ P(DD0,A0) 

R(T,A) =  P(T,A) ÷ P(T0,A0) 

R(DD,W) = P(DD,W) ÷ P(DD0,W0) 

R(DD,A) =  P(DD,A) ÷ P(DD0,A0) 

使用時間
[h / 日日日日 ]

保有台数
[台台台台 / 世帯世帯世帯世帯 ]

単位時間当たりの
電力消費量 [ W / 台台台台 ] × ×

電力消費量
[ Wh / 日・世帯日・世帯日・世帯日・世帯 ] =

家庭外部の変動要因が影響。
（気温、デグリーデー）

家庭内部の変動要因が影響。
（土日、空調の使用時間）

家庭内部の固定要因が影響。
（考慮しない。）

被説明変数とする。

手法１ 手法２



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○

６.０ ６.４ ７.４ ６.２ ４.７ ５.０

２１.７ ２３.１ ２２.７ ２２.７ １５.０ １６.４

５.８ ６.０ ６.６ ６.６ ６.１ ６.３

14

説明変数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

土 日
（ダミー）

○ ○

空調の使用時間
ｈ/Ｄ

○ ○

平均
気温
℃

（１次） ○ ○ ○

（２次） ○ ○

冷房度
℃

（１次） ○ ○ ○

（２次） ○

乖離率
の中央値

％

主 幹 １０.０ ９.０ １１.７ １０.７ ６.９ ７.１

空 調 ２６.０ ２９.５ ５０.３ ３０.９ １６.１ １５.５

給 湯 １１.４ ９.７ １０.５ ９.６ １３.３ １７.５

手法１ 手法２

３．ベースラインの精度検証

（３） 手法１・手法２の精度の評価 【回帰分析】

• 代表値より回帰分析の方が精度が向上する場合もあったが、大きな差はなかった。
• 主幹・空調においては、空調使用時間を用いるケースで精度向上する傾向が見られる。
• 一方で、冷房度の二次式を用いるケースで精度が低下する傾向が見られる。これは、今年度の平均気温が、昨

年度の同時期と比較して低かったため、「空調を利用していたのに利用していないと推定したケース」が多いこと
が一因と考えられる。つまり、評価対象期間においては、気温とは無関係に空調を使う世帯が多かったということ
が言える。

３-３ ベースラインの精度の検証 【自己データによるベースライン設定の精度の評価】
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３．ベースラインの精度検証

３-４ ベースラインの精度の検証 【第三者データによるベースライン設定の精度の評価】

（１）手法３の精度の評価 【代表値】

主 幹
統一
しない

延床面積 オール電化有無 延床面積＋オール電化有無

平均
以上

平均
未満

ガス
併用

オール
電化

平均以上 平均未満

ガス併用 オール電化 ガス併用 オール電化

世帯数 ６６ ３４ ３２ ３１ ３５ １６ １６ １５ １９

ベースラインの消費量 ｋＷｈ/週 ９１.７ ８６.９ ９６.８ ８１.３ １００.９ ８３.８ １０９.８ ７８.６ ９３.４

変動係数 ％ ３５.０ ３５.８ ３３.８ ３４.２ ３２.９ ３６.０ ２８.０ ３２.８ ３６.４

空 調
統一
しない

冷房度 ℃

平均以上 平均未満 上位１/３ 中位１/３ 下位１/３

世帯数 ６０ ３６ ２４ ２０ ２１ １９

ベースラインの消費量 ｋＷｈ/週 ６.４ ７.７ ４.３ ９.７ ４.９ ４.４

変動係数 ％ １０９.７ ９３.８ １４２.０ ７９.１ １２４.７ １３８.７

給 湯
統一
しない

延床面積

平均未満 平均以上

世帯数 ４２ ２４ １８

ベースライン消費量 ｋＷｈ/週 １１.０ １１.６ １０.３

変動係数 ％ ５２.０ ４９.３ ６６.５

• 手法３について、比較条件を統一した際のベースラインの精度を検証した。統一した比較条件については、事前
に回帰分析を行った上で、影響度の高い（Ｐ値が有意水準以下の）変数を選択している。

• 主幹については、比較条件を統一した場合の方が、ベースラインの精度がやや向上する傾向が確認できる。
• 空調については、冷房度の低い（涼しい）区分ではベースライン精度が悪い。これは、エアコンを使用している世

帯と使用していない世帯の差が大きいため、変動係数が悪化してしまったものと考えられる。
• 給湯については、統一すべき比較条件は抽出されなかったが、参考として最もＰ値が低かった延床面積について

統一した場合について分析を行った。

変動係数：
電力消費量の標準偏差÷平均電力消費量
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３．ベースラインの精度検証

３-４ ベースラインの精度の検証 【第三者データによるベースライン設定の精度の評価】

（２）手法４の精度の評価 【代表値】

• 手法４について、比較条件を統一した際のベースラインの精度を検証した。統一した比較条件については、事前
に回帰分析を行った上で、影響度の高い（Ｐ値が有意水準以下の）変数を選択している。

• 主幹については、統一すべき比較条件は抽出されなかったが、参考として最もＰ値が低かった保有機器について
統一した場合について分析を行った。

• 空調については、冷房度の低い（涼しい）区分の精度が悪い。これは、空調を「使用する世帯」と「使用しない世
帯」とでエネルギー消費量の差が大きいためであると考えられる。

• 給湯については、統一しない場合と比べ、ベースライン精度が向上する傾向が確認できる。

主 幹
統一
しない

保有機器

ガス併用 オール電化

世帯数 ６４ ３０ ３４

ベースラインの変化率 ％ ８６.０ ８４.４ ８７.４

変動係数 ％ １０.５ ９.３ １１.３

変動係数：
電力消費量の変化率の標準偏差
÷平均電力消費量の変化率

空 調
統一
しない

冷房度 ℃

平均以上 平均未満 上位１/３ 中位１/３ 下位１/３

世帯数 ６９ ３６ ３３ ２３ ２４ ２２

ベースラインの変化率 ％ ２８.６ ３６.６ １９.９ ３６.３ ３１.４ １７.６

変動係数 ％ ８３.９ ５７.０ １２２.８ ５０.９ ９８.２ ９２.８

給 湯
統一
しない

冷房度 ℃

平均以上 平均未満 上位１/３ 中位１/３ 下位１/３

世帯数 ４７ ２７ ２０ １６ １６ １５

ベースラインの変化率 ％ １２３.７ １２１.９ １２６.１ １２２.８ １３０.１ １１７.８

変動係数 ％ ３０.８ １９.０ ３１.２ ２２.４ ２８.３ ２３.７



項 目 概 要
説明
変数

係 数 an

主 幹（Ｎ＝１０１） 空 調（Ｎ＝９７） 給 湯（Ｎ＝４８）

定 数 - α ３４.９９ -１０.０５ １.２７３

世帯人員 １人～６人の連続変数 A ２.１３０ １.４２１ ０.７８４１

延床面積 ４５～２０５㎡の連続変数 B ０.３８５１ *** ０.０５３４ ０.０４６９

オール電化有無 給湯器が電化（エコキュートｏｒ電気温水器）：１, それ以外：０ C ２０.４５ *** １.３０５ － （Ｎ=１のみ）

冷房度 ℃ 基準温度２２℃ D -１.８５９ ２.３４６ ** ０.２７７７

２０歳未満 ２０歳未満がいる：１, いない：０ E -３.２５９ ０.１０９１ -２.１９０

• 対策非実行モニターの電力消費量を回帰分析した結果、主幹では延床面積およびオール電化有無、空調では冷
房度日が有意水準５％で確認された。給湯において、有意な変数は抽出されなかった。

• 主幹および給湯と比べ空調の乖離率（※）が大きい理由として、空調の電力消費量は日々の使用時間に大きく
左右されることが一因と考えられる。

※ 乖離率：| 実測値 - ベースライン推定値 | ÷ 実測値
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３．ベースラインの精度検証

３-４ ベースラインの精度の検証 【第三者データによるベースライン設定の精度の評価】

（３）手法３の精度の評価 【回帰分析】

主 幹 空 調 給 湯

乖離率の中央値：１７.３％ 乖離率の中央値：９６.５％ 乖離率の中央値：３８.３％

P =a1 A + a2 B + a3 C + a4 D + a5 E + α  P ： 電力消費量 ｋＷｈ/週 統計的有意性： *** ０.１％, ** １％, * ５％, . １０％
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３．ベースラインの精度検証

３-５ ベースラインの精度の検証結果まとめ

２１.８～３６.９

主

幹

空

調

給

湯

手法１ 手法２ 手法３ 手法４

代表値 回帰分析 代表値 回帰分析 代表値 回帰分析 代表値 回帰分析

１５.０～２３.１

７.４～８.２９.８～１１.２

８.２～１１.３

６.９～１１.７

１５.５～５０.３

９.６～１７.５

２５.５～３７.３

２８.０～３６.４ ９.３～１１.３

１９.０～３１.２

-

-

-

５０.９～１２２.８

４.７～７.４ １７.３

９６.５

３８.３

７９.１～１４２.０

５.７～８.９ ５.８～６.６ ４９.３～６６.５

乖離率
（※１） ％

変動係数
（※２） ％

※１：乖離率： | 実測値 - ベースライン推定値 | ÷ 実測値
※２：変動係数： 電力消費量（または変化率）の標準偏差÷平均電力消費量（または変化率）

自己データによるベースラインの設定 第三者データによるベースラインの設定

変動係数
（※２） ％

乖離率
（※１） ％

• 自己データによってベースラインを設定する場合、気温に関する比較条件を統一することで精度が向上する。
• 手法１・手法２について、代表値と回帰分析とでベースラインの精度に大きな差がみられなかった。
• 手法３・手法４について、延床面積等の比較条件を統一することによって、より精度が向上する可能性が示唆さ

れた。
• 手法３と手法４を比較すると、手法４のほうが精度が高い。これは、手法４が変化率を比較しているため、家庭内

部の固定要因に関する影響が打ち消されたということがその理由であると考えられる。
• 全ての手法について、空調のベースラインの精度が悪い。これは、空調の電力消費量は日々の使用時間に大きく

左右されることが一因と考えられる。

使用時間に左右されるため、精度が悪い。

大きな差がない。 大きな差がない。 手法４のほうが精度が高い。

家庭内部の固定要因の影響は
受けない。そのため、回帰分析
は不実施。



４．評価方法の有効性の検証
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４-１ ベースラインを用いたＣＯ２削減行動の検出精度に関する検証方法

削減努力の実行点数
＝行動日数×省エネ対策の実行強度

対策非実行モニター

対策実行モニター

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

値
（
推

定
値

）
ｋ
Ｗ

ｈ
/
Ｄ

ま
た

は
％

/
Ｗ

実測値 ｋＷｈ/Ｄ または ％/Ｗ

削減努力の実行点数に応じて
モニターを分類する。

対策非実行モニターの
データを用いベースラインを設定。

各手法ごとに削減努力の検出精度
を検証する。

過小評価割合の確認

• 削減努力をしたにもかかわら
ず（対策実行モニターが）努力
していないと評価される割合。

• ０％に近づくのが望ましい。

• 削減努力をしていないにもか
かわらず（対策非実行モニター
が）削減努力をしたと評価され
る割合。

• ０％に近づくのが望ましいが、
今回は、５０％となるように
ベースラインを設定。

過剰評価割合の確認

この領域に対策実行モニターが
含まれないほうがよい。

この線上に対策非実行モニターが
るようベースラインを設定。
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主幹

空調

給湯

世
帯

数

削減努力の実行点数

対策非実行
モニター

対策実行モニター（１点）

対策実行モニター（３点）

対策実行モニター（５点）

• 対策実行モニターのデータを用い、「削減努力をどの程度適切に検出できるか？」と「どの評価方法を用いるべき
か？」ということについて検証する。

• 検出精度を検証する際には、削減努力の実行点数に応じて対策実行モニターと非実行モニターに分類した上
で、過小評価割合と過剰評価割合の２つの指標を用いて検出精度を検証。

• 対策実行モニターについては、実行点数を高いモニターのみ抽出し、検証精度の増減を確認した。
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• 主幹について、実行点数の高いモニターのみを抽出しても、検出精度に大きな改善はみられなかった。
• 手法２については、気温の影響を受けやすい空調について、精度が改善している傾向にあるため、本手法におい

て削減努力として表れやすいのは、気温感応度に関する削減努力であると考えられる。
• 全体として検出精度が良くなかったのは、モニターが意識していたほど大きな削減結果が得られなかったためであ

ると考えられる。

（１）手法１・手法２の精度の評価

４．評価方法の有効性の検証

４-２ 検出精度の有効性の検証【自己データによる検出精度の評価】

回 路
実行
点数

世帯数
代表値

（同一気温）
代表値

（前年同月）
回帰分析
（式⑤）

手
法
１

主

幹

１ ４２ ５９.５ ３５.７ ６１.９

３ ２４ ５４.２ ４１.７ ５０.０

５ １３ ６１.５ ３０.８ ６１.５

空

調

１ ３８ ３６.８ ２１.２ ４２.１

３ ２０ ５０.０ １５.０ ４０.０

５ ８ ５０.０ ０.０ ５０.０

手
法
２

主

幹

１ ４３ ３７.２ ４４.９ ６０.５

３ ２４ ５２.２ ５２.２ ５８.３

５ １３ ５０.０ ０.０ ６９.２

空

調

１ ３７ ２１.１ ４０.５ ３６.８

３ ２０ ２５.０ ３１.６ ３０.０

５ ８ １２.５ ２５.０ ２５.０

回 路
実行
点数

世帯数
代表値

（同一気温）
代表値

（前年同月）
回帰分析
（式⑤）

手
法
１

主

幹
０ ２７ ３３.３ ４６.２ ３７.０

空

調
０ ２４ ５０.０ ６６.７ ５２.０

手
法
２

主

幹
０ ２７ ５５.６ ５５.６ ５０.０

空

調
０ ２４ ６６.７ ５６.５ ５０.０

対応する実行点数以上のモニター
を対策実行モニターとした。

対応する実行点数以下のモニター
を対策非実行モニターとした。

※赤字：省エネ対策の実効点数を増やすことによって検出精度が
向上したケース。
※１：対策実行モニターが努力していないと評価される割合。
※２：対策非実行モニターが削減努力をしたと評価される割合。

過小評価割合（※１） ％ 過剰評価割合（※２） ％
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• 手法３については、実行点数の高いモニターのみを抽出すると検出精度が改善する。
• 手法４については同様にモニターを抽出すると、特に空調において、検出精度が向上している。手法４において

削減努力として表れやすいのは気温感応度に関する削減努力であると考えられる。

４．評価方法の有効性の検証

４-２ 検出精度の有効性の検証【第三者データによる検出精度の評価】

実行
点数

世帯数

比較条件

統一
しない

延床
面積

オール
電化有無

延床面積＋
電化有無

回帰分析

１ ４９ ３６.７ ３２.７ ３２.７ ３６.７ ４２.９

３ ３０ ３３.３ ２６.７ ３３.３ ３６.７ ４６.７

５ １３ ２３.１ ７.７ １５.４ ２３.１ ３０.８

実行
点数

世帯数
統一
しない

冷房度
（２分割）

冷房度
（３分割）

回帰分析

１ ４９ ４６.９ ４６.９ ４４.９ ４４.９

３ ２３ ５２.１ ５２.２ ４３.５ ３９.１

実行
点数

世帯数
統一
しない

オール
電化有無

１ ５０ ３４.０ ３６.０

３ ２２ ４０.９ ４０.９

５ １１ ２７.０ ２７.０

実行
点数

世帯数
統一
しない

冷房度
（２分割）

冷房度
（３分割）

１ ４１ ３６.６ ３４.１ ３１.７

３ １１ ２７.３ ９.１ ９.１

手
法
３

手
法
４

主

幹

空

調

主

幹

空

調

実行
点数

世帯数

比較条件

統一
しない

延床
面積

オール
電化有無

延床面積＋
電化有無

回帰分析

０ ６６ ６０.６ ５９.１ ６８.２ ６５.２ ７７.３

実行
点数

世帯数
統一
しない

冷房度
（２分割）

冷房度
（３分割）

回帰分析

０ ６０ ６１.７ ５６.７ ５５.０ ６５.０

実行
点数

世帯数
統一
しない

オール
電化有無

０ ６４ ５０.０ ５３.１

実行
点数

世帯数
統一
しない

冷房度
（２分割）

冷房度
（３分割）

０ ６９ ５９.４ ５６.５ ５５.１

過小評価割合（※１） ％ 過剰評価割合（※２） ％

※赤字：省エネ対策の実効点数を増やすことによって検出精度が向上したケース。
※１：対策実行モニターが努力していないと評価される割合。
※２：対策非実行モニターが削減努力をしたと評価される割合。

対応する実行点数以上のモニターを
対策実行モニターとした。

対応する実行点数以下のモニター
を対策非実行モニターとした。

（２）手法３・手法４の精度の評価
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５．まとめ

ＣＯ２削減行動
の評価方法

新たな
削減努力

（自己データ）

継続的な
削減努力

（第三者データ）

消費量の
差分

消費量
の変化率
の差分

消費量の
差分

消費量
の変化率
の差分

評価対象とする
削減努力

（比較対象データ）

ベースライン
との比較方法

手
法
１

手
法
２

手
法
３

手
法
４

ベースラインの精度 削減努力の検出精度

• 代表値と回帰分析とで
ベースラインの精度に大き
な差がないため、難易度の
低い代表値を用いる方法
で十分と考えられる。

• 気温に関する比較条件を
統一することで精度が向
上する。

• 世帯人数等の比較条件を
統一することによって、より
精度が向上する可能性が
ある。

• 手法４のほうが、ベースラ
インの精度が高かった。

• 全体として検出精度が良くなかったの
は、モニターが意識していたほど大きな
削減結果が得られなかったためであると
考えられる。

• 自己データ比較による評価おいては、回
路別（空調、給湯）の消費量が個別に取
得できることが望ましい。

• 手法３と４とでも検出精度に差がない。

• 気温感応度を検出しやすいのは、手法４
であると考えられる。

• 自己データによって削減努力を評価する方法は、取得すべきデータが少なく、評価も容易である。ただし、ベース
ラインの精度について、気温の影響を考慮しても１０％程度の誤差があった。傾向として、変化率の差分を比較
する手法２のほうが検出精度が高かった。

• 第三者データによって削減努力を評価する方法において、比較条件を十分に統一できベースラインの精度を改善
できる場合は手法３を選択し、そうでない場合は手法４を選択するほうが望ましいと考えられる。なお、気温感応
度を検出する場合は手法４が有効であると考えられる。


